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Ⅴ 導入目標の実現に必要な政策及び指標の検討、重要な施策に関する 

構想の策定 
 

Ⅴ－１ 導入目標の実現に必要な施策の策定 

 

① 他市町村等における事例や、本市の状況を踏まえた施策案の検討 

 

 2030 年度までの削減目標を確認すると、現状 （2018 年度）は、基準年度 （2013 年度）から 28.3%

が削減されており、2030 年度目標の 46.6%削減まで更に 18.3% （214 千 t-CO2）を削減しなければな

りません。 

 電力排出係数の低減を見込んだ BAU シナリオの試算では、2030 年度までに現状から 6 千 t-CO2削

減に留まっており、追加対策によるさらなる削減が必要ですが、想定した追加対策案では現状から 155

千 t-CO2削減までしか見込めず、目標達成には残り 59 千 t-CO2 の削減が必要になります。この部分

は、ポテンシャルが確認された再生可能エネルギーの導入を増やすことで対応していくことが考えら

れます。 

 そこで、導入目標の実現に必要な施策の策定を進めるに当たり、他市町村等における事例や、本市

の状況を踏まえた施策案の検討を行います。 

 

 

◎図表Ⅴ-1-1／2030 年度までの削減目標の確認 
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(1)脱炭素シナリオ事例（鞍手町） 

 鞍手町脱炭素化推進戦略において、脱炭素化に向けたシナリオ設定が示されています。シナリオの

設定にあたっては、活動量の変化による CO2排出削減 （BAU）、「省エネ」対策での削減ポテンシャル

の推計、「省エネ」と 「再エネ」のバランスを考慮した脱炭素シナリオの設定という流れが示されてい

ます。以下に、再エネ導入のポテンシャル量を踏まえた脱炭素シナリオの設定を示します。 

 

 

  

 

 鞍手町︓鞍手町脱炭素化推進戦略、令和 4 年 2 ⽉ 
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鞍手町︓鞍手町脱炭素化推進戦略、令和 4 年 2 ⽉ 
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(2)脱炭素シナリオ事例（香春町） 

 香春町の地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定検討では、重点的に取り組む施策として、

省エネルギーの推進（全部門）、公共交通の使用促進（運輸部門）、ごみ排出の総量削減（家庭部門）

を掲げています。 

 

 

 

 

⾹春町︓第３回⾹春町環境審議会〜地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編）〜、2023 年11 ⽉8 ⽇ 
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  ⾹春町︓第３回⾹春町環境審議会〜地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編）〜、2023 年11 ⽉ 
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(3)脱炭素シナリオ事例（糸島市） 

 糸島市の糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略では、将来ビジョンとして、再エネの普及促進(太

陽光や蓄電池、EV の導入促進並びに、低炭素な系統電源を使用する体制の整備等)や域内のエネルギ

ー消費の最適化(エネルギーマネジメントシステム(EMS)の導入や、地域交通の最適化)に取組むこと

でグリーン＆スマートシティの実現を目指すとしている。2030 年までに取り組む施策内容として、太

陽光発電の PPA モデル普及促進 （産業 ・業務 ・家庭部門）、ごみ発電の公共施設への自己託送 （業務

部門）、ZEB 化の促進（業務部門）、ZEH 化の促進（家庭部門）、EMS によるエネルギー消費最適化

（産業部門）、市民の行動変革促進によるエネルギー消費低減 （運輸部門）、EV/FCV レンタカー・シ

ェアサイクル等の拡充 （運輸部門）、車両の EV/FCV 化促進 （運輸部門）、FC モビリティの利用促進

（運輸部門）、産業部門における CN なガス(プロパン・水素)の利用促進（産業部門）、業務施設・家

庭における燃料電池導入促進（業務・家庭部門）が示されています。 

 

 

 

 

 

 

糸島市︓糸島市地域再⽣可能エネルギー導入戦略（概要版）、2022 年1 ⽉ 
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 糸島市︓糸島市地域再⽣可能エネルギー導入戦略（概要版）、2022 年1 ⽉ 
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糸島市︓糸島市地域再⽣可能エネルギー導入戦略（概要版）、2022 年1 ⽉ 
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(4)ゼロカーボンシティの実現に関連する施策例 

 その他に、「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料

Ver1.0 （環境省）」に示されているゼロカーボンシティの実現に関連する施策例を参考にしながら、飯

塚市における地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオに沿った施策の提案を行います。 

 

 

◎図表Ⅴ-1-2／ゼロカーボンシティの実現に関連する施策例 

緑：飯塚市で取り組みを検討すべき項目 
赤：飯塚市で積極的に取り組むべき項目 

部
門 
分
類 

2050 年の主な絵姿 
＜長期低炭素ビジョンより引用＞ 

地方公共団体が実施することが期待される施策例 

参考とな
る地方公
共団体の
一例 

出典 

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給 

■電力については、低炭素電源が発電
電力量の 9 割以上を占めている。 
■再生可能エネルギーについては、環
境負荷を低減しつつ、高効率で需要
家近接型の太陽光発電やポテンシャ
ルの大きい風力、安定的な水力、地
熱、バイオマス等の各地域の資源が
最大限利用されるとともに、海洋エ
ネルギー発電等の実証・開発・活用
等がなされている。また、地域の状
況に応じた再生可能エネルギー発電
が行われ、それらが最適化された系
統によって供給されている。 
■利用時又は水素製造時まで含めて
CO2を排出しない水素が供給されて
いる。 
■一部産業における化石燃料消費や調
整電源としてのほとんどの火力発電
においては、CCS や CCU が実装さ
れている。 

再エネ電気及び再エ
ネ熱の供給拡大 1 

再エネの余剰ポテンシャルを有する地域と
連携し、環境モデルゾーンへの供給の実
証。 

神奈川県
横浜市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

2 

地域の再エネ活用モデル構築支援。既存の
系統電力を用いることでコストを抑え、非
常時には地域内の再エネなどから自立的に
電力供給するシステムの構築。 

神奈川県
小田原市 

国・地方脱
炭素実現会
議 

3 
太陽光発電や太陽熱利用のポテンシャルを
見える化（ソーラーマッピング）。 

長野県 区域施策編 
本編 

4 

地域資源（木質バイオマス・バイオマスエ
ネルギー）のエネルギー利用を目的とした
木質バイオマス設備の導入補助事業（過疎
地向け施策）。耕作放棄地を活用した太陽
光発電、ソーラーシェアリング（過疎地向
け施策）。 

山梨県山
梨市 

地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

5 
海洋温度差発電設備導入への誘致活動。 沖縄県久

米島市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

6 
再エネ発電事業拡大を目的とした収益納付
型補助制度。 

長野県 国・地方脱
炭素実現会
議 

再エネ由来の水素の
供給 7 

水素の利活用推進に向けた、水素ステーシ
ョンの整備や水素モデル街区の形成。 

兵庫県姫
路市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

8 

再エネの余剰電力を活用した蓄電・水素製
造貯蔵システムの導入を目的とした、事業
者との提携、実証フィールドの提供（離島
向け施策）。 

新潟県粟
島浦村 

左記を参照 

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要

（家
庭

・
業
務
） 

■徹底した省エネ、使用する電力の低
炭素化、電化・低炭素燃料への利用
転換が一般化しており、ICT も有効
に利活用しながら、我が国全体のス
トック平均でもゼロエミッションに
近づいている。 

新築住宅における省
エネ基準適合の推進
及び既存住宅の断熱
改修の推進 

9 
建築物省エネ法に基づく届出・表示・性能
向上計画認定の円滑な運用、省エネ住宅に
係る普及啓発。 

大阪府 区域施策編 
本編 

10 

新築住宅の ZEH 化・ZEH-M 化の推進を目
的とした補助事業。 

愛媛県今
治市 

地球温暖化
対策・施策
取組一覧及
び左記を参
照 

新築建築物における
省エネ基準適合の推
進及び建築物の省エ
ネ化（改修） 

11 
建築物省エネ法に基づく届出・表示・性能
向上計画認定の円滑な運用、省エネ建築物
に係る普及啓発。 

大阪府 区域施策編 
本編 

12 
新築建築物の ZEB 化の推進を目的とした補
助事業。 

神奈川県 左記を参照 

建築物の木造・木質
化 13 

公共建築物・民間建築物における木造・木
質化。地場木材の利用促進に向けた認証制
度。 

兵庫県 区域施策編 
本編 

公共施設への再エネ
の積極導入とエネル
ギー消費量の大幅な
削減 

14 
電力調達における公共施設への再エネの導
入促進。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

15 

既存の公共施設において、CO2削減効果の
高い対象設備機器の選定方法や、対象施設
の優先順位付けの手法、運用最適化手法等
を検討・実施。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 
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16 

地方公共団体の保有建築物の ZEB 化の推
進。環境配慮標準制度の実効性を検証し、
より効率的・効果的な運用制度を検討・実
施。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

事業者の率先行動の
促進 17 

大規模事業者を対象とした事業活動地球温
暖化対策計画書制度や、中小規模事業者を
対象とした省エネ診断。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

18 
建物に環境エネルギー性能の向上と自然エ
ネルギー導入の検討を義務付ける制度。 

長野県 区域施策編 
事例集 

■消費するエネルギーや使用する機器
等が低炭素社会にどの程度貢献する
ものであるかといった情報が分かり
やすく容易に入手できるように提供
されている。こうしたことが進んだ
結果、人々はそうした情報を十分に
活用して積極的に選択することで、
暮らしの中で低炭素なエネルギーや
機器が広く普及している。 
■無理、無駄のないスマートなライフ
スタイルが普及しており、行動科学
の知見等も踏まえた低炭素な行動変
容を一人ひとりが楽しみながら自発
的に実践している。 
 

省エネ性能の高い設
備・機器等の導入促
進 

19 

高効率空調、高効率産業ヒートポンプ、高
効率照明、高性能ボイラ、コージェネレー
ション等についての普及啓発や、導入拡大
を目的とした費用補助。 

東京都練
馬区 

地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

家庭部門における高
効率省エネ機器の普
及 

20 
高効率給湯器の普及促進及び消費者への情
報提供、高効率照明の普及促進及び消費者
への情報提供。 

岩手県平
泉市 

地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

業務その他部門にお
ける高効率省エネ機
器の普及 

21 

高効率給湯器や高効率照明の普及促進及び
事業者への情報提供、グリーン購入法に基
づく率先的導入の推進を目的とした補助事
業。 

大阪府泉
大津市 

区域施策編 
本編 

トップランナー制度
等による機器の省エ
ネ性能向上 

22 

事業者・消費者への普及啓発、グリーン購
入法に基づく、トップランナー基準以上の
エネルギー効率の高い機器の率先的な導
入。 

高知県高
知市 

区域施策編 
本編 

HEMS・スマートメ
ーターを利用した徹
底的なエネルギー管
理の実施 

23 

HEMS の普及促進及び消費者への情報提供
や補助事業。 

千葉県香
取市 

区域施策編 
本編 

BEMS の活用、省
エネ診断等による業
務部門における徹底
的なエネルギー管理
の実施 

24 

BEMS の率先的導入、普及促進及び事業者
への情報提供。 

岡山県早
島町 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

住民・事業者の行動
変容につながる取組
の推進 

25 

地球温暖化の危機的状況や社会にもたらす
悪影響について理解を促進し、地域の生活
スタイルや個々のライフスタイル等に応じ
た効果的かつ参加しやすい取組の推進によ
り、住民の意識改革を図り、自発的な取組
の拡大・定着につなげる普及啓発活動の実
施。 

福岡県古
賀市 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

26 

地球温暖化防止対策のための国民運動
「COOL CHOICE」の推進を目的とした普
及啓発。 

北海道小
樽市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

27 

将来世代の育成を見据えた域内学校におけ
る環境教育・学習の取組の推進（持続可能
な開発のための教育（ESD）の浸透な
ど）。 

京都府福
知山市 

地域新電力
事例集 
及び左記を
参照 

28 

住民創発による一人ひとりの脱炭素行動や
気候変動への適応が促される取組の推進を
目的とした地球温暖化防止活動推進センタ
ー、地球温暖化防止活動推進員との連携。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

■日用品の低炭素化も進んでおり、例
えば、使い捨て容器の使用が大幅に
削減され、バイオプラスチックが普
及するとともに、廃棄された場合で
も適正にリサイクルされることによ
って、ネット CO2排出量はマイナス
となっている。 
 

プラスチック製容器
包装の分別収集・リ
サイクルの推進 

29 

分別収集したプラスチック製容器包装廃棄
物のベール化及びベール品質の向上、消費
者への普及啓発・実証事業などの施策への
協力。 

神奈川県
横浜市 

区域施策編 
本編 

バイオマスプラス
チック類の普及 

30 

バイオマスプラスチックの域内普及を目的
として、自らが物品等を調達する際、バイ
オマスプラスチック製品を優先的に導入、
収集用ごみ袋への使用。 

北海道上
士幌町 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

資源循環の推進 
31 

資源循環コミュニティステーションの実証
を踏まえた複合型コミュニティづくり。 

奈良県生
駒市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

エ
ネ

ル

ギ
ー
需

■エネルギー多消費産業においては、
世界最高効率の技術が導入され、更
に革新的技術が実装され、エネルギ
ーのカスケード利用が徹底されるこ

省エネ性能の高い設
備・機器等の導入促
進 

32 

【再掲】高効率空調、高効率産業ヒートポ
ンプ、高効率照明、高性能ボイラ、コージ
ェネレーション等についての普及啓発や、
導入拡大を目的とした費用補助。 

東京都練
馬区 

区域施策編 
本編 
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と等により、可能な限りの効率化が
図られているとともに、CCUS の設
置が順次進み、稼働を始めている。 

地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

施設園芸・農業機
械・漁業分野におけ
る省エネ性能の高い
設備・機器等の導入
促進 

33 

施設園芸における省エネ設備導入に係る普
及啓発、省石油型・脱石油型施設園芸施策
の推進、農機の省エネ使用に関する普及啓
発、省エネ漁船への転換に関する普及啓
発。 

愛知県 区域施策編 
本編 

浄化槽の省エネ化 

34 

省エネ型浄化槽の設置補助、浄化槽の省エ
ネ化に関する販売事業者・消費者等への情
報提供及び普及啓発。 

群馬県み
なかみ町 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

業種間連携省エネの
取組推進 35 

複数の事業者が連携して省エネの取組の促
進。 

 区域施策編 
本編 

事業者の率先行動の
促進 36 

【再掲】大規模事業者を対象とした事業活
動地球温暖化対策計画書制度や、中小規模
事業者を対象とした省エネ診断。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要

（移
動

・
運
輸
） 

■乗用車ではモーター駆動の自動車が
主流となっており、そのエネルギー
源は低炭素化した電力や、再生可能
エネルギーにより生産される水素が
主となっている。家庭で充電される
電気自動車は、充放電を通じて、電
力の需給バランスの調整や災害対応
に貢献している。 

次世代自動車の普
及、燃費改善 37 

次世代自動車の率先導入、普及啓発・導入
支援、インフラ整備。 

北海道 区域施策編 
本編 

38 
ゼロエミッションビークル（電気自動車、
プラグインハイブリッド自動車、燃料電池
自動車）に関する中期目標の設定。 

東京都 ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

39 
アンモニア水を原料とした燃料電池の普及
促進を目的とした情報発信。 

群馬県太
田市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

40 

カーシェアリング EV の普及促進など、シ
ェアリングサービスの取組の推進に向け
た、事業者と提携したキャンペーンの実
施。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

公用乗用自動車への
電動車の導入の加速
化 

41 
公用乗用自動車（通常の行政事務の用に供
する普通・小型・軽自動車）の電動車への
順次転換。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

42 
公用車等の EV 化を促進するため、公共施
設等の EV インフラの整備拡大 

鳥取県鳥
取市 

地域新電力
事例集 

エコドライブ及びカ
ーシェアリング 

43 

地域の生活スタイルや個々のライフスタイ
ル等に応じた効果的かつ参加しやすい取組
を推進することで、住民の意識改革を図
り、自発的な取組の拡大・定着につなげる
普及啓発活動の実施（エコドライブ車載機
貸出事業）。 

京都府京
丹後市 

区域施策編 
本編 

■貨物についても、生産拠点と消費地
の距離の短縮化による輸送量の減少
のほか、AI や IoT 技術を活用した物
流の情報化や荷主の協力、積載率の
向上、物流サービス利用者の意識変
革等によって、効率的な低炭素型の
物流が実現している。 

道路交通流対策等の
推進 44 

交通流対策の推進、信号機の集中制御化、
信号機の系統化・感応化等、信号灯器改
良。 

岡山県岡
山市 

区域施策編 
本編 

トラック輸送の効率
化 45 

車両の大型化に対応した道路整備や普及啓
発を目的とした、中小事業経営層向けセミ
ナーの開催。 

東京都 区域施策編 
本編 

共同輸配送の推進 

46 

物流コスト低減のためのシステムや物流事
業者と荷主企業との連携による物流効率化
のための具体的な取組の提案への活用を目
的とした、物流実態調査。 

鳥取県 区域施策編 
本編 

海運グリーン化総合
対策 

47 

スーパーエコシップ等新技術の普及促進、
新規船舶・設備の導入への支援、省エネル
ギー法の適用などを通じたモーダルシフト
の促進についての普及啓発。 

 区域施策編 
本編 

鉄道貨物輸送へのモ
ーダルシフトの推進 48 

海上コンテナの輸送におけるトラックから
船舶や鉄道へのモーダルシフト促進を目的
とした、普及啓発と補助金の交付。 

東京都 区域施策編 
本編 

港湾の最適な選択に
よる貨物の陸上輸送
距離削減 

49 
港湾貨物の輸送円滑化を目的とした、物流
ターミナル等の整備や臨港道路の整備。 

山口県岩
国市 

区域施策編 
本編 

港湾における総合的
な低炭素化（静脈物
流に関するモーダル

50 
静脈物流の拠点となる港湾としてのリサイ
クルポートの利活用。 

 区域施策編 
本編 
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シフト・輸送効率化
の推進） 51 

電気推進船（EV 船）、LNG 船の普及等に
向けた事業者支援。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

■まちの魅力が継続的に向上される
よう、例えばまちのコンパクト化に
よる徒歩や自転車での移動の割合の
増加が相まって、健康的で長寿な地
域社会が築かれるとともに、「適
応」も見据えた地域産業やまちづく
りにより、安全・安心な地域社会を
享受できている。 

■都市構造のコンパクト化による一定
の範囲の徒歩・自転車の活用や効率
的な輸送手段の組合せ、公共交通の
整備や利便性の向上、低炭素な交通
機関へのモーダルシフト等によっ
て、人や貨物の移動は快適さを高め
ながら、大幅な合理化を実現してい
る。 

公共交通機関の利用
促進 

52 

公共交通機関の整備やサービス・利便性の
向上を通じた公共交通機関の利用促進、エ
コ通勤の普及促進を目的とした「エコファ
ミリー制度」。 

兵庫県神
戸市 

区域施策編 
事例集 

EV を活用した脱炭
素型の地域交通モデ
ルの構築 

53 
地域経済への貢献やレジリエンスの強化を
目的とした、民間企業と連携した EV カー
シェアリングによる地域交通モデル構築。 

神奈川県
小田原市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

脱炭素化まちづくり
の推進 

54 

運輸部門における地球温暖化対策に関する
構造改革特区制度の活用。規制の特例措置
を活用した事業展開に向けた関係機関等と
の協議の場の設置、規制の特例措置を活用
した事業展開のための周辺住民に対する周
知などの環境整備。 

茨城県つ
くば市 

区域施策編 
本編 

55 

交通利便性の高い駅周辺において、都市機
能を環境配慮型へと誘導を図るとともに、
公共交通による駅へのアクセス向上に向け
た取組の推進を目的とした土地利用転換な
どの機会を捉える等の取組。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

56 
グリーンツーリズムや持続可能な観光の推
進に向けた情報発信。 

京都府京
都市 

左記を参照 

57 
地球温暖化対策の推進を目的とした総合交
通戦略策定。 

京都府京
都市 

区域施策編 
事例集 

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要

（廃
棄
物•

上
下
水
道
） 

■廃棄物処理施設については、施設の
低炭素化に加え、地域のエネルギー
センターとしてのシステムを構築す
べく、エネルギー回収効率の高い施
設への更新や基幹改良、得られた余
熱の地域利用、処理施設間での発電
ネットワーク化、廃棄物系バイオマ
スの利活用等の取組が、地域特性や
施設規模に応じて最適な形で進展
し、廃棄物が持つエネルギーが地域
で徹底活用される取組が進められて
いる。 

水道事業における省
エネ・再エネ対策の
推進等 58 

水道事業者等による環境負荷低減を目的と
した、ポンプ等機器における省エネルギー
機器導入。 

奈良県大
淀町 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

下水道における省エ
ネ・創エネ対策の推
進 

59 

汚泥処理設備の更新時等にエネルギー化技
術の採用、終末処理場等における省エネ機
器や温室効果ガス排出の少ない水処理技術
等の採用、下水熱利用設備の導入。 

富山県黒
部市 

区域施策編 
本編 

一般廃棄物焼却施設
における廃棄物発電
の導入 60 

一般廃棄物焼却施設の新設、更新又は基幹
改良時における施設規模に応じた高効率発
電設備の導入。 

東京都武
蔵野市 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

廃棄物焼却量の削減 

61 

廃プラスチック等廃棄物の排出抑制、プラ
スチック等容器包装の分別収集・リサイク
ル等による再生利用の推進のため、ごみ袋
への記名の徹底や分別できていないごみの
回収拒否。 

山口県周
防大島町 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

62 
産業廃棄物処理指導計画に基づく、産業廃
棄物焼却施設設置者の自主的取組推進を目
的とした CO2排出量等のデータ活用。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照
略 

63 
産業廃棄物収集運搬業者への次世代車の利
用促進及び「エコ運搬制度」の推進等の促
進を目的とした補助事業。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

廃プラスチックの製
鉄所でのケミカルリ
サイクル拡大 64 

廃プラスチックの化学的分解を行うケミカ
ルリサイクル活用を目的とした、民間事業
者との連携。 

福岡県北
九州市 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

産業廃棄物最終処分
場における準好気性
埋立構造の採用 

65 

事業者により設置される管理型最終処分場
が準好気性を維持できることを目的とした
事業者に対する適切な指導実施、ガイドラ
イン作成。 

福岡県 区域施策編 
本編 

一般廃棄物最終処分
場における準好気性
埋立構造の採用 66 

嫌気性埋立構造と比べた有機性の一般廃棄
物の生物分解に伴うメタン発生抑制を目的
とした埋立処分場の新設の際に準好気性埋
立構造を採用と、集排水管末端の開放状態
での管理。 

福岡県 区域施策編 
本編 

下水汚泥焼却施設に
おける燃焼の高度化 67 

汚泥燃焼の高温化、汚泥焼却設備の更新時
に高温燃焼設備や汚泥固形燃料化技術の導
入。 

 区域施策編 
本編 
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需
要•

供
給
の
複
合 

■国全体のみならず、地域単位での
エネルギー利用が最適化している。
地域ごとに自立した分散型エネルギ
ーとして再生可能エネルギーが導入
されているため、災害が生じた際も
必要なエネルギーを迅速に供給する
ことができるなど、国土強靭化と低
炭素化で整合的な取組が進められて
いる。 

■電気受給の基本的枠組みが、「需要
に応じた供給」から、「供給を踏ま
えて賢く使う・貯める」という形態
に変わっている。 

エネルギーの面的利
用の拡大 

68 

エネルギーの面的利用システムの構築支
援。 

東京都渋
谷区 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

69 

エコで災害に強いまちづくりに資する、自
律分散型エネルギーシステムの構築、地域
マイクログリッドの構築に向けた、補助事
業への申請。 

岡山県真
庭市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 
国・地方脱
炭素実現会
議 

70 

スマートハウスが集まる住宅団地の開発や
エネルギーを効率的に利用する仕組み
（VPP）の構築に向けた、実証実験の実
施。 

福井県 ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

地産エネルギーの利
用拡大 71 

電力料金の域内還流による地域経済の活性
化に向けた、地域新電力への民間企業との
共同出資。 

滋賀県湖
南市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

再エネの共同購入 

72 

再エネ電力の購入希望者（住民等）を募
り、一定量の需要をまとめることで再エネ
電力の購入促進を目的とした、近隣都市と
連携した「再エネグループ購入促進モデル
事業」 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

非
エ
ネ 

■温室効果ガス排出量の少ない施
肥・水管理技術の開発や導入による
適切な農地管理、飼料の転換による
畜産の低炭素化など、人と自然が持
続可能な形で関わり合う社会となっ
ている。 

■非エネルギー起源の温室効果ガス排
出についても、省エネと環境性能の
両立を図ったノンフロン・低 GWP 
製品の開発・普及や廃棄物処理の低
炭素化、農林水産業における低炭素
化を通じて、排出量が大幅に減少し
ている。 

施肥に伴う一酸化二
窒素削減 73 

適正施肥や環境保全型農業の推進を目的と
した土壌診断や施肥基準の公表。 

千葉県 区域施策編 
本編 

混合セメントの利用
拡大 

74 

リサイクル製品認定制度等による混合セメ
ントの利用拡大、建築物の環境性能評価制
度等への混合セメントの組み込み、混合セ
メントの普及拡大に資する基盤整備。 

 区域施策編 
本編 

メタン排出の削減 
75 

都道府県による水田メタン排出削減に資す
る環境保全型農業の推進に向けた補助事
業。 

東京都小
平市 

区域施策編 
本編 

冷媒管理技術の導入 

76 

フロン排出抑制法の普及促進及び事業者へ
の情報提供。 

静岡県 区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

ガス・製品製造分野
におけるノンフロ
ン・低 GWP 化の推
進 

77 

ノンフロン・低 GWP 型指定製品の普及促
進及び消費者への情報提供。 

石川県珠
洲市 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

業務用冷凍空調機器
の使用時におけるフ
ロン類の漏えい防止 78 

都道府県によるフロン排出抑制法に基づく
管理者の指導・監督、普及啓発。 

静岡県 区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

業務用冷凍空調機器
からの廃棄時等のフ
ロン類の回収の促進 79 

都道府県によるフロン排出抑制法に基づく
管理者、充塡回収業者の指導・監督、普及
啓発。 

静岡県 区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

土
地
利
用•
吸
収
源 
 
 
 
 

■中山間地においては、森林が適切
に保全・管理され、素材を始めとす
る国産材の利活用が促進されている
ことにより、林業が維持・発展して
いる。 

■都市部においては、エネルギー効率
の向上による人工排熱の低減、水辺
や緑地といった自然資本の組込み等
によりヒートアイランド現象が緩和
されるなど、快適性が増している。 

健全な森林の整備、
保安林等の適切な管
理・保全、効率的か
つ安定的な林業経営
の育成、国民参加の
森林づくり、木材及
び木質バイオマス利
用 

80 

森林・林業基本法（森林・林業基本計画）
及び地球温暖化対策推進法等の基本理念に
のっとり、森林及び林業に関し、国との適
切な役割分担を踏まえて、区域の自然的・
経済的・社会的諸条件に応じた施策。 

岩手県紫
波町 

区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

81 
バイオマスを含めた森林資源の管理や農地
の適切な保全。 

鳥取県北
栄町 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

82 
自然との共生、里山づくり、生物多様性の
確保による自然環境保護の体制の整備。 

千葉県山
武市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

都市緑化等の推進 

83 

「緑の基本計画」等に基づく都市公園の整
備、道路、河川・砂防、港湾、下水処理施
設、公的賃貸住宅、官公庁施設等における
緑化の推進、新たな緑化空間の創出等。都
市緑化等における吸収量の算定や報告・検
証等に資する情報の提供。住民、企業、

東京都 区域施策編 
本編 
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NPO 等の幅広い主体による緑化に向けた緑
の創出に関する普及啓発。 

横
断
的
施
策 
 

 脱炭素条例の策定・
計画の改訂 84 

温室効果ガス削減シナリオの作成や、削減
目標・脱プラスチック等に係る条例の見直
し。 

三重県志
摩市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

85 
区域施策編改訂時に 2050 年温室効果ガス実
質排出ゼロを盛り込んだ計画への改訂。 

石川県金
沢市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

86 
連携中枢都市圏による区域施策編の策定。 熊本県熊

本市 
ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

87 
条例に基づく「地域環境権」活用のための
支援施策。 

長野県飯
田市 

区域施策編 
事例集 

脱炭素化まちづくり
の推進 

88 

脱炭素化都市の身近な取組の具体像を示す
モデル地区を創設し、CO2削減、適応策、
資源循環、生態系の保全など、脱炭素化を
始めとする先進的な取組を集中的に実施。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

89 
「低炭素都市づくり・都市の成長への誘導
ガイドライン」の策定。 

神奈川県
川崎市 

区域施策編 
本編 

J-クレジット制度・
排出権取引制度の推
進 90 

二酸化炭素吸収量や木質バイオマス固形燃
料を活用したプロジェクトの二酸化炭素排
出削減量を認証し、クレジットを発行する
地域版 J-クレジット制度の運営・管理。 

新潟県 区域施策編 
本編 
地球温暖化
対策・施策
取組一覧 

91 
相対取引型の地域版排出量取引制度。 京都府 区域施策編 

事例集 

脱炭素化に資するグ
リーンファイナンス
の推進 

92 
脱炭素化に資するグリーンファイナンスの
手法等についての検討と、民間への促進を
目的とした研究会の立ち上げ。 

神奈川県
川崎市 

左記を参照 

再エネ関連イニシア
ティブの構築 93 

地方公共団体版 RE100 への参加、推進協議
会の設置。 

石川県加
賀市 

ゼロカーボ
ンシティ取
組一覧 

94 
事業者や団体等へ向けた RE Action 活動の
PR、参加推奨。 

神奈川県
川崎市 

地域新電力
事例集 

グリーンイノベーシ
ョンの機能強化と国
際貢献 

95 

優れた環境技術による脱炭素化促進に向け
た、産官学民が連携した JCM（二国間クレ
ジット制度）事業や FS（事業化可能性調
査）事業。 

神奈川県
川崎市 

地域新電力
事例集 
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 以上の内容を踏まえて、導入目標の実現に必要な政策の提案を行います。 

 

■エネルギー供給 

 再エネ電気及び再エネ熱の供給拡大を目指し、再エネ活用モデル構築の支援や遊休市有地等を

活用した太陽光発電、ソーラーシェアリング等に取り組む。 

 

■エネルギー需要（家庭・業務） 

 省エネ建築物に係る普及啓発を行うとともに、ZEH,ZEH-M,ZEB の推進を目的とした補助事

業に取り組む。また、公共施設の ZEB 化を推進する。 

 家庭部門、業務その他部門における EMS、高効率設備導入のための普及啓発や導入費用の補

助事業に取り組む。 

 住民・事業者の行動変容につながるよう、温室効果ガス削減に対する理解の促進、国民運動

「COOL CHOICE」の推進、学校における環境教育・学習の推進に取り組む。 

 

■エネルギー需要（産業） 

 中小規模事業者を対象とした省エネ診断や高効率設備導入のための普及啓発に取り組む。 

 

■エネルギー需要（移動・運輸） 

 公用車の電化への順次転換を進めるとともに、次世代自動車、EV の普及啓発・導入支援のため

のインフラ整備に取り組む。 

 物流効率化のための具体的な取組の提案を目的とした物流実態調査や普及啓発に取り組む。 

 

■エネルギー需要（廃棄物・上下水道） 

 浄水場、下水処理場の環境負荷低減を目的とした省エネルギー機器の導入、汚泥固形燃料化技術

の導入に取り組む。 

 一般廃棄物処理施設の更新に応じた高効率発電設備の導入とともに、資源ごみの分別収集・リサ

イクル等の再生利用の推進に取り組む。 

 

■需要・供給の複合 

 エネルギーの面的利用システムの構築を図り、自立分散型エネルギーシステムや地域マイクログ

リッドの構築による省エネと災害に強いまちづくりの推進に取り組む。 

 地産エネルギーの利用拡大や再エネの共同購入など、地域で連携したエネルギー利活用に取り組

む。 
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Ⅴ－２ 各施策に紐づく KPI の設定 

 

① Ⅴ－１の各施策の効果・進捗を示す KPI について検討 

 

 CO2削減目標達成に向けた追加対策提案を改めて示します。 

 各対策案に対する効果 ・進捗を示す KPI について検討を行いました。KPI には、地球温暖化対策実

行計画（区域施策編）及び地球温暖化対策実行計画（事務事業編）において、同様の取り組みに関す

る進捗状況を評価するための指標があれば、その指標を用いることとしています。 

 

◎図表Ⅴ-2-1／CO2削減目標達成に向けた追加対策提案 

 

 

 

 

 

対策案部門内容施策方針
(a)ごみの減量化廃棄物部門ごみ発生量の抑制① 4R（リフューズ、リ

デュース、リユース、リサイク
ル）の推進

(b)食品ロスの削減
(c)プラスチック類の再生利⽤率の向上廃棄物部門再生利⽤率の向上

（ｲ）再エネ電気への切り替え

(d)家庭における省エネ⾏
動の促進家庭部門

国⺠運動「COOL 
CHOICE」の推進

②省エネ活動、再生可能
エネルギー導入の促進

（ﾛ）クールビズ・ウォームビズ
（ﾊ）節電
（ﾆ）節水
（ﾎ）省エネ家電の導入
（ﾍ)宅配サービスをできるだけ⼀回で受け取る
（ﾄ）消費エネルギーの⾒える化
（ｲ）モーダルシフト

(e)スマートムーブ（ﾓｰﾀﾞﾙ
ｼﾌﾄ・ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ）

運輸部門
（ﾛ）エコドライブ
（ﾊ）カーシェアリング
（ｲ）電気⾃動⾞（通常電⼒充電）(f)ゼロカーボン・ドライブ

（EV） （ﾛ）電気⾃動⾞（再エネ充電）
（ｲ）太陽光パネルの設置

(g)再エネ設備（太陽光
発電）の導入促進

家庭部門
業務部門

家庭や事業所、学校
などへの省エネ・再エネ

設備の導入促進
（ﾛ）ZEH
（ﾊ）分譲も賃貸も省エネ物件を選択

(h)フードマイレージの削減運輸部門地産地消の推進

(i)地球温暖化対策実⾏計画（事務事業編）の実⾏業務部門
地球温暖化対策実⾏
計画（事務事業編）
に基づく対策の推進

業務系建物のZEB化業務部門ZEBの普及参考 エネルギー効率の向上産業部門AIM試算
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(a)ごみの減量化 

 ⇨ごみの総排出量（トン/年） 

 ⇨ごみのリサイクル率（％） 

 

(b)食品ロスの削減 

 ⇨エコ工房等での各種講座の開催（開催回数）、啓発活動 

 

(c)プラスチック類の再生利用率の向上 

 ⇨ 未定 （プラスチックの分別収集を前提とするため、飯塚市 ・嘉麻市 ・桂川町 ・小竹町の環

境施設を一元的に管理する「ふくおか県央環境広域施設組合」と協議が必要） 

 

(d)家庭における省エネ行動の促進 

（ｲ）再エネ電気への切り替え 

（ﾛ）クールビズ・ウォームビズ 

（ﾊ）節電 

（ﾆ）節水 

（ﾎ）省エネ家電の導入 

（ﾍ）宅配サービスをできるだけ一回で受け取る 

（ﾄ）消費エネルギーの見える化 

 ⇨各種啓発活動（回数）、HP での情報提供（閲覧回数）、総合的な学習の時間・家庭科等での

指導の実施 

 

(e)スマートムーブ（ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ・ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ） 

（ｲ）モーダルシフト 

（ﾛ）エコドライブ 

（ﾊ）カーシェアリング 

 ⇨各種啓発活動（回数）、HP での情報提供（閲覧回数） 

 

(f)ゼロカーボン・ドライブ（EV） 

（ｲ）電気自動車（通常電力充電） 

（ﾛ）電気自動車（再エネ充電） 

 ⇨公用車の電動車導入台数 （台）、市内公共施設の充電設備導入件数 （件）、市内自動車保有台

数のうち電動車普及率 

 

(g)再エネ設備（太陽光発電）の導入促進 

（ｲ）太陽光パネルの設置 

（ﾛ）ZEH 

（ﾊ）分譲も賃貸も省エネ物件を選択 

 ⇨住宅用太陽光発電導入実績 （kW）、事業用太陽光発電導入実績 （kW）、技術講習会の開催 （回

数）、啓発活動 
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(h)フードマイレージの削減 

 ⇨各種啓発活動（回数）、HP での情報提供（閲覧回数）、学校給食への地場農産物利用 

 

(i)地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の実行 

 ⇨事務事業編 実施状況 

 

業務系建物の ZEB 化 

 ⇨ZEB の棟数、啓発活動 

 

産業部門におけるエネルギー効率の向上 

 ⇨省エネアドバイザーの派遣、啓発活動 
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 環境省の「地域経済循環分析ツール 2018 年版 Ver.6.0」を用いて、飯塚市の所得循環構造を分析

しました。 

◎図表Ⅴ-2-2／飯塚市の所得循環構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎図表Ⅴ-2-3／飯塚市の所得循環構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境省︓地域経済循環分析ツール 2018 年版 Ver.6.0 
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 環境省の「経済波及効果分析ツール Ver.5.0」を用いて、飯塚市に再生可能エネルギーを導入した

場合の、経済波及効果を算出しました。施策規模は 10,000 kW(=10 MW)と仮定しています。 

◎図表Ⅴ-2-4／太陽光発電（売電）10,000 kW=10 MW 地域外への流出を考慮する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎図表Ⅴ-2-5／太陽光発電（売電）10,000 kW=10 MW 地域外への流出を考慮しない場合 
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◎図表Ⅴ-2-6／太陽光発電（自家消費）10,000 kW=10 MW 地域外への流出を考慮する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎図表Ⅴ-2-7／太陽光発電（自家消費）10,000 kW=10 MW 地域外への流出を考慮する場合 
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◎図表Ⅴ-2-8／陸上風力発電（売電）10,000 kW=10 MW 地域外への流出を考慮する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎図表Ⅴ-2-9／陸上風力発電（売電）10,000 kW=10 MW 地域外への流出を考慮しない場合 
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◎図表Ⅴ-2-10／木質バイオマス発電（売電）10,000 kW=10 MW 地域外への流出を考慮する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎図表Ⅴ-2-11／木質バイオマス発電（売電）10,000 kW=10 MW 地域外への流出を考慮しない場合 
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資料編 

 

飯塚市太陽光発電施設一覧 

 

 

◎図表 資料 1／飯塚市太陽光発電施設一覧 

  施設名 設置年 容量(kW) 売電の有無  発電量の把握 売電量の把握 備考 

市住 
1 市営若草住宅 H13 20 ×  × － 故障中（R5 修繕中） 

2 市営⼤坪住宅 H20 20 ○  × ○  

福祉センター 
3 穂波福祉総合センター H16 16 ×  × －  

4 庄内保健福祉総合センター H26 11 ×  × －  

保育所 

5 庄内こども園 H17 10 ○  × ○  

6 菰田保育所 H28 5 ×  ○ －  

7 筑穂保育所 R4 10 ×  ○ －  

浄⽔場 
8 堀池浄⽔場 H24 15 ×  ○ －  

9 内野浄⽔場 H26 3.81 ○  ○ ○  

本庁・⽀所 

10 穂波庁舎 H26 10 ×  × －  

11 筑穂庁舎 H26 10 ×  × －  

12 市役所本庁舎 H29 50 ×  ○ －  

交流センター 

13 飯塚⽚島交流センター H26 10 ×  × －  

14 ⽴岩交流センター R1 10 ×  × －  

15 鯰田交流センター R2 10 ×  × －  

16 ⼆瀬交流センター R3 10 ×  × －  

17 幸袋交流センター R4 10 ×  × －  

体育館 18 飯塚市総合体育館 R5 10 ×  ○ －  

小学校 

19 鯰田小学校 H25 10 ○  × ○  

20 ⽴岩小学校 H22 20 ○  × ○ 故障中 

21 飯塚東小学校 H24 10 ×  × －  

22 飯塚小学校 H25 10 ○  × ○  

23 ⽚島小学校 H25 10 ○  × ○  

24 伊岐須小学校 H23 10 ×  × －  

25 八⽊⼭小学校 H25 10 ○  × ○  

26 庄内小学校 H23 10 ×  × －  

27 椋本小学校 H24 10 ×  × －  

28 ⾼田小学校 H25 10 ○  × ○ 故障中 

中学校 

29 飯塚第一中学校 H25 10 ○  × ○  

30 飯塚第⼆中学校 H25 10 ○  × ○  

31 ⼆瀬中学校 H22 20 ○  × ○  

32 庄内中学校 H23 10 ×  × －  

33 筑穂中学校 H22 20 ○  × ○  

一貫校 

34 小中一貫校頴田校 H24 20 ×  × －  

35 小中一貫校幸袋校 H28 20 ○  × ○  

36 小中一貫校穂波東校 H28 20 ○  × ○  

37 小中一貫校飯塚鎮⻄校 H30 20 ×  × －  
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飯塚市太陽光発電施設 2022(令和 4 年)度太陽光発電量（単位：kWh） 

 

 

◎図表 資料 2／飯塚市太陽光発電施設 2022(令和 4 年)度太陽光発電量（単位：kWh） 

【自家消費のみ】 

施設名 種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 平均 

堀池浄⽔場 発電量 2,022.0 2,169.0 1,876.0 1,882.0 1,869.0 1,427.0 1,650.0 1,256.0 817.0 991.0 1,140.0 1,753.0 18,852.0 1,571.0

市役所本庁舎 
発電量 2,413.1 7,519.7 6,506.6 6,069.0 6,614.1 5,210.9 － － － － － － 34,333.4 5,722.2

発電量 － － － － － － 5,917.8 2,620.5 2,841.3 3,529.6 3,945.6 6,006.0 24,860.8 4,143.5

飯塚市総合体育館 

（R5 データ） 
発電量 1,482.2 1,524.4 1,246.3 1,357.0 1,568.6 1,230.4 1,412.6      9,821.5 1,403.1

菰田保育所 発電量 767.0 814.0 712.0 725.0 731.0 588.0 683.0 552.0 377.0 441.0 468.0 679.0 7,537.0 628.1

筑穂保育所 発電量 0.0 1,213.3 1,385.0 1,421.9 1,447.5 1,097.9 1,270.3 1,000.2 602.3 800.9 888.4 1,322.0 12,449.7 1,037.5

 

【売電あり】 

施設名 種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 平均 

内野浄⽔場 

発電量 507.6 521.7 457.6 444.9 474.9 367.6 444.1 358.1 217.4 281.6 310.6 459.5 4,845.6 403.8

売電量 281.0 276.0 231.0 165.0 181.0 139.0 183.0 249.0 120.0 134.0 102.0 232.0 2,293.0 191.1

発電量 

－売電量 
226.6 245.7 226.6 279.9 293.9 228.6 261.1 109.1 97.4 147.6 208.6 227.5 2,552.6 212.7

 

【売電量のみ把握】 

施設名 種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 平均 

市営若草住宅 ※1 

（H30 データ） 
売電量 1489.0 1410.0 1389.0 1222.0 1893.0 835.0 1027.0 1086.0 164.0 357.0 277.0 423.0 11,572.0 964.3

市営⼤坪住宅 売電量 728.0 664.0 674.0 522.0 584.0 473.0 579.0 689.0 355.0 408.0 244.0 539.0 6,459.0 538.3

庄内こども園 売電量 530.0 772.0 125.0 0.0 0.0 55.0 220.0 405.0 185.0 196.0 42.0 152.0 2,682.0 223.5

鯰田小学校 売電量 1,313.0 1,523.0 1,264.0 1,180.0 1,362.0 1,083.0 1,215.0 1,400.0 906.0 1,025.0 646.0 1,088.0 14,005.0 1,167.1

⽴岩小学校 ※2 売電量 5.0 7.0 14.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 26.0 2.2

飯塚小学校 売電量 1,294.0 1,516.0 1,093.0 1,085.0 0.0 0.0 1,142.0 1,272.0 606.0 956.0 910.0 1,192.0 11,066.0 922.2

⽚島小学校 売電量 1,376.0 1,536.0 1,308.0 1,306.0 1,505.0 1,095.0 1,302.0 1,248.0 783.0 877.0 735.0 1,208.0 14,279.0 1,189.9

八⽊⼭小学校 売電量 1,192.0 1,276.0 668.0 782.0 827.0 991.0 1,119.0 1,152.0 734.0 782.0 481.0 1,040.0 11,044.0 920.3

⾼田小学校 ※3 売電量 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

飯塚第一中学校 売電量 1,237.0 1,476.0 1,202.0 1,210.0 1,238.0 1,204.0 1,107.0 1,167.0 643.0 937.0 765.0 1,311.0 13,497.0 1,124.8

飯塚第⼆中学校 売電量 1,370.0 1,591.0 1,284.0 1,232.0 1,275.0 1,235.0 1,200.0 1,205.0 973.0 793.0 775.0 964.0 13,897.0 1,158.1

⼆瀬中学校 売電量 29.0 80.0 55.0 1.0 0.0 25.0 26.0 61.0 24.0 23.0 65.0 29.0 418.0 34.8

筑穂中学校 売電量 11.0 12.0 1.0 1.0 0.0 1.0 6.0 5.0 1.0 13.0 1.0 4.0 56.0 4.7

小中一貫校幸袋校 売電量 1.0 0.0 58.0 2,317.0 2,752.0 2,098.0 2,187.0 2,276.0 1,218.0 1,572.0 1,266.0 1,833.0 17,578.0 1,464.8

小中一貫校穂波東校 売電量 2,329.0 2,130.0 2,185.0 2,128.0 2,131.0 1,781.0 2,017.0 2,208.0 1,403.0 1,615.0 1,113.0 1,543.0 22,583.0 1,881.9

 

 

 

  

※1 市営若草住宅（H30 データ） R5 修繕中 

※2 ⽴岩小学校   故障中 

※3 ⾼田小学校   故障中 
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再生可能エネルギーに関する市民アンケート調査用紙 
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再生可能エネルギーに関する事業者アンケート調査用紙 
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REPOS における再生可能エネルギー導入ポテンシャル推計方法 

 

◎図表 資料 3／太陽光発電の導入ポテンシャル（令和 3 年度推計） 

 

 

 

◎図表 資料 4／陸上風力発電の導入ポテンシャル（令和 3 年度推計） 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境省地球温暖化対策課︓我が国の再⽣可能エネルギー導入ポテンシャル 概要資料導入編 Ver.1.0、2022 年 4 ⽉ p.14 
https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/doc/gaiyou3.pdf 
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◎図表 資料 5／陸上風力発電の導入ポテンシャル（令和 3 年度推計） 

 

 

 

◎図表 資料 6／中小水力発電の導入ポテンシャル（河川部）（令和元年度推計） 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境省地球温暖化対策課︓我が国の再⽣可能エネルギー導入ポテンシャル 概要資料導入編 Ver.1.0、2022 年 4 ⽉ p.14 
https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/doc/gaiyou3.pdf 
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◎図表 資料 7／太陽熱・地中熱の導入ポテンシャル（太陽熱：平成 25 年度推計）（地中熱：平成 27 年度推計） 

 
 

 

 

 

  

環境省地球温暖化対策課︓我が国の再⽣可能エネルギー導入ポテンシャル 概要資料導入編 Ver.1.0、2022 年 4 ⽉ p.14 
https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/doc/gaiyou3.pdf 
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熱需要 

  

 

 

◎図表 資料 8／冷房熱需要量分布図 

◎図表 資料 9／暖房熱需要量分布図 
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◎図表 資料 10／給湯熱需要量分布図 

◎図表 資料 11／冷房・暖房・給湯を合計した熱需要量分布図 
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◎図表 資料 12／熱需要量 (単位：TJ/年) 

地域 冷房 暖房 給湯 冷房+暖房+給湯 

⼆瀬 379.53 429.81 234.15 1043.49 

幸袋 261.88 271.19 126.70 659.78 

鎮⻄ 224.34 279.15 151.71 655.20 

菰田 54.74 72.40 37.80 164.94 

⽴岩 369.65 274.58 214.99 859.21 

飯塚東 122.79 161.83 90.60 375.21 

飯塚 233.79 188.05 109.09 530.93 

鯰田 158.19 156.36 73.48 388.03 

穂波 682.58 747.28 436.50 1866.36 

筑穂 195.64 278.51 132.15 606.30 

庄内 276.49 326.90 154.73 758.13 

頴田 173.57 210.89 104.10 488.56 

飯塚市 3133.20 3396.95 1865.98 8396.13 

は、値が⼤きいことを⽰す。 

 

 

◎図表 資料 13／単位面積あたり熱需要量 (単位：TJ/(年･km2)) 

地域 冷房 暖房 給湯 冷房+暖房+給湯 

⼆瀬 22.07 25.00 13.62 60.69 

幸袋 13.30 13.77 6.44 33.51 

鎮⻄ 5.59 6.96 3.78 16.33 

菰田 16.90 22.35 11.67 50.91 

⽴岩 44.95 33.39 26.14 104.47 

飯塚東 16.42 21.64 12.12 50.18 

飯塚 55.18 44.39 25.75 125.32 

鯰田 17.16 16.96 7.97 42.08 

穂波 20.29 22.21 12.97 55.48 

筑穂 2.23 3.18 1.51 6.91 

庄内 7.98 9.44 4.47 21.88 

頴田 7.11 8.63 4.26 20.00 

飯塚市 10.81 11.72 6.44 28.97 

は、値が⼤きいことを⽰す。 
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◎図表 資料 14／単位面積あたり熱需要量（冷房+暖房+給湯） 

 

 

◎図表 資料 15／単位面積あたり熱需要量（冷房、暖房、給湯） 

 

 

 

 

 

  

冷房 暖房 給湯 



144 

経済波及効果 

 

◎図表 資料 16／経済波及効果の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎図表 資料 17／地域外へ流出を考慮する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  環境省︓経済波及効果分析ツール Ver.5.0 

環境省︓経済波及効果分析ツール Ver.5.0 
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◎図表 資料 18／地域外へ流出を考慮しない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎図表 資料 19／経済波及効果の解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  環境省︓経済波及効果分析ツール Ver.5.0 

環境省︓経済波及効果分析ツール Ver.5.0 
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飯塚市再生可能エネルギー導入目標等策定会議 委員名簿 

 

 委  員 

委 員 湯 浅 雅 賀 近畿⼤学産業理工学部 ⽣物環境化学科 准教授 

委 員 春 田 正 和 近畿⼤学産業理工学部 電気電⼦工学科 准教授 
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年月⽇ 協議事項 

2023(令和 5 年) 

10 ⽉ 25 ⽇ 

【第 1 回】 
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 市域内の電⼒需要量の推計 
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11 ⽉ 22 ⽇ 
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 将来の温室効果ガス排出量に関する推計 
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12 ⽉ 20 ⽇ 
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 地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成等について 

2024(令和 6 年) 
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 地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成等について 

 再エネ・省エネ設備導入目標の作成について 

2024(令和 6 年) 

2 ⽉ 21 ⽇ 

【第 5 回】 

 導入目標の実現に必要な政策及び指標の検討、重要な施策に関する構想の
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はじめに 

 

 2022 （令和 4）年 3 月に策定した 「第 3 次飯塚市環境基本計画 （地球温暖化対策実行計画 【区域施

策編】）」においては、市域における温室効果ガスの排出量について、2030 年度までに 2013 年度比

46％減、2050 年度までに実質排出量をゼロとする目標を掲げています。 

 この目標を実現し、脱炭素社会の構築を実現するためには、市域において積極的に再生可能エネル

ギーを導入することが必要不可欠です。 

 再生可能エネルギー導入をより効率的・計画的に推進するため、年度別の再生可能エネルギーの導

入目標と、目標達成のための施策等を定める「飯塚市再生可能エネルギー導入目標」を策定するもの

です。 

 第 3 次飯塚市環境基本計画では、将来像を実現するために、3 つの基本目標と、基本目標の実現に

向けた横断的取組を掲げています。 

 3 つの基本目標のうち、 『基本目標Ⅲ ：循環型社会 ・脱炭素社会を実現する』は、今回の報告書に関

連のある事項となります。 

 

 

飯塚市︓第 3 次 飯塚市環境基本計画 地球温暖化対策実⾏計画【区域施策編】、2023 年3 月 
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Ⅰ 再エネ導入・温室効果ガス削減のための取組に関する 

基礎情報の収集と現状分析 
 

① 飯塚市における温室効果ガス排出量の状況調査 

 メタン（CH4）、一酸化二窒素

（N2O）を含めた、市域全体での

温室効果ガス排出量（CO2換算）

は、2013 （平成 25）年度の 1199.4

千 tCO2ピークに一貫して減少傾

向にあり、2018 （平成 30）年度

は 865.2千 tCO2まで減少してい

ます。また、エネルギー起源の

CO2 が全体の約 97.2％を占めて

います。 

 

 

② 市民と事業者を対象としたアンケート調査 

◎図表Ⅰ-2／家庭における省エネ設備や再生可能エネルギー設備の導入（市民対象）

 

 

◎図表Ⅰ-3／脱炭素化につながる設備導入・利用状況等  (A) 再エネ設備及び省エネ設備などに関すること（事業所対象） 

 

26.5%

18.0%

8.8%

37.0%

69.8%

23.5%

9.7%

6.9%

7.3%

6.3%

12.4%

17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

省エネ住宅への改修

太陽光発電システム

太陽熱利⽤システム

⾼効率給湯器

LED照明

EV（電気）⾃動⾞・ハイブリット⾃動⾞

既に導入している 今後導入したい 今はわからない 導入予定はない 該当しない（借家などで） 未回答
n=668

11.2%

15.5%

59.6%

6.2%

13.0%

8.1%

13.7%

21.7%

18.0%

10.6%

25.5%

36.6%

37.9%

31.1%

18.0%

25.5%

17.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電設備

太陽熱利⽤設備

燃料電池設備

蓄電池

省エネ設備・⾼効率機器

照明のLED化

次世代⾃動⾞

建物の断熱化

その他

取組済 検討中 関心はあるが取り組む予定はない 関心なし 未回答

n=161

飯塚市︓第 3 次 飯塚市環境基本計画 地球温暖化対策実⾏計画【区域施策編】、2023 年3 月 

◎図表Ⅰ-１／部門別温室効果ガス排出量（CO2換算）の推移 
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Ⅱ 将来の温室効果ガス排出量に関する推計 

 

2030 年度までの BAU ケース※1（部門別活動量の推移+電力排出係数の低減見込みあり）における

CO2排出量の経年推移を図表Ⅱ-1 に、温室効果ガス排出量削減目標を達成したケースにおける CO2

排出量の経年推移を図表Ⅱ-2 に示します。 

BAU ケースでは、2030 年度における CO2排出量は、2013 年度比 28.8％削減となり、2030 年度

目標値（2013 年度比 46.6%削減）は達成できない見込みとなりました。そのため、削減目標達成に

は、今後、追加的な対策の実行が必要になります。 

 

◎図表Ⅱ-1／BAU ケース排出量の経年推移 

 

 

◎図表Ⅱ-2／削減目標達成ケース排出量の経年推移 
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2030 年度 
2013 年度⽐ 546.1 千 t-CO2 

（46.6％）削減 
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Ⅲ 地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成 

 

 第 3 次飯塚市環境基本計画 地球温暖化対策実行計画 【区域施策編】における基本方針Ⅲを踏まえ

た追加対策案とその効果を示します。また、将来ビジョンに基づき、2050 年度までに脱炭素を実現す

るための具体的な取り組みを示します。 

 

◎図表Ⅲ-1／第 3 次飯塚市環境基本計画 地球温暖化対策実行計画【区域施策編】における基本方針 

 

 

施策方針 内容 対策案 対象の部門 削減量 
①4R（リフューズ、リ

デュース、リユース、
リサイクル）の推進 

ごみ発⽣量の抑制 (a)ごみの減量化 廃棄物部門 1.1 
(b)食品ロスの削減 廃棄物部門 0.9 

再⽣利⽤率の向上 (c)プラスチック類の再⽣利⽤率の向上 廃棄物部門 1.7 

②省エネ活動、再⽣
可能エネルギー導
入の促進 

国⺠運動「COOL CHOICE」の
推進 

(d)家庭における省エネ⾏動の促進 家庭部門 29.8 
(e)スマートムーブ※2（ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ・ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ） 運輸部門 20.5 
(f)ゼロカーボン・ドライブ（EV） 運輸部門 14.3 

家庭や事業所、学校などへの省エ
ネ・再エネ設備の導入促進 (g)再エネ設備（太陽光発電）の導入促進 家庭部門 

業務部門 30.5 

地産地消の推進 (h)フードマイレージ※3の削減 運輸部門 3.6 
地球温暖化対策実⾏計画（事
務事業編）に基づく対策の推進 

(i)地球温暖化対策実⾏計画（事務事業
編）の実⾏ 業務部門 9.7 

（参考） ZEB※4の普及 業務系建物の ZEB 化 業務部門 7.7 
AIM※5試算 エネルギー効率の向上 産業部門 29.3 

削減量合計（千 t-CO2） 149.1 
2018 年度から 2030 年度までの削減目標量に対する割合 70% 

 

◎図表Ⅲ-2／脱炭素シナリオの展開方向と重点取組の概要 

分野 脱炭素シナリオの展開方向と重点取組の概要 

産業部門 
• 製造業は化⽯燃料由来の多様なエネルギー消費に伴う CO2排出量が⼤きいことから、⽣産プロセスの合

理化による省エネ化、エネルギー利⽤転換を促進します。 
• 工場・事業所の太陽光発電導入、エネルギーマネジメント導入を促進します。 

運輸部門 
• 事業所の EV ⾞導入を推進します。 
• EV ステーション整備を図ります。 
• EV 蓄電池の充電管理による DR 活⽤を図ります。 

家庭部門 
• 住宅の太陽光発電、蓄電池導入を促進します。 
• 住宅の断熱改修・ZEH※6や LCCM 住宅※7への転換を促進します。 
• 各家庭のガソリン⾞から EV ⾞への転換を促進します。 

業務部門 
• 公共施設の太陽光発電、蓄電池導入を推進します。 
• 公⽤⾞の EV ⾞の率先的導入や EV ステーション整備(急速充電器導入)を推進します。 
• 地域マイクログリッド※8整備を積極的に進め、蓄電池の導入と組み合わせることで、地域のレジリエンス強

化、エネルギーマネジメント拡充を推進します。 
森林保全 • ⼈工林の間伐等の適切な森林施業を推進し、森林による CO2吸収を促進します。 

出典︓第 3 次飯塚市環境基本計画 地球温暖化対策実⾏計画【区域施策編】 
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Ⅳ 再エネ・省エネ設備導入目標の作成 

 

 自治体排出量カルテにある再生可能エネルギー（太陽光発電）の発電容量と発電電力量のこれまで

の推移から、2030 年の状況を推計すると、発電容量は 10 kW 未満 （主に家庭用）が 30,115 kW、10 

kW 以上 （主に事業用）が 315,457 kW、合計で 345,572 kW となります。これはポテンシャルの 34%

にあたります。 

 また、発電電力量は 10 kW 未満が 36,141 MWh、10 kW 以上 （主に事業用）が 417,363 MWh、合

計で 453,504 MWh となります。これはポテンシャルの 36%にあたります。 

 この発電電力量によって 2030 年度までに見込める CO2 削減量は、2018 年度比で 102.5 千 t-CO2

となり、2018 年度から 2030 年度までの削減目標量 214.2 千 t-CO2 の約 48%に相当する量となりま

す。しかし、これらの推計値は FIT 制度の改定や社会情勢の変化などにより、大きく変容する可能性

があります。 

前頁の追加対策案や再エネ設備 （太陽光発電）の導入見込みによる CO2削減量の推計結果から、そ

れぞれ単独の対策だけでは削減目標を達成できないため、再エネ設備の導入と追加対策の取組を組み

合わせた対策の実行が必要になります。 

 

◎図表Ⅳ-1／再生可能エネルギー（太陽光発電）の発電容量見込み（推計値） 

 

 

◎図表Ⅳ-2／再生可能エネルギー（太陽光発電）の発電電力量見込み（推計値） 

 

 

 

  

環境省地⽅公共団体実⾏計画策定・実施支援サイト︓⾃治体排出量カルテ 40205̲福岡県̲飯塚市 
https://www.env.go.jp/policy/local̲ keikaku/data/karte/xlsx/40205.xlsx に加筆 
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Ⅴ 導入目標の実現に必要な政策及び指標の検討、重要な施策に関する 

構想の策定 
 

「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料 Ver1.0 （環

境省）」に示されているゼロカーボンシティの実現に関連する施策例を参考にし、飯塚市における地域

の将来ビジョン・脱炭素シナリオに沿った施策および各施策の効果・進捗を示す KPI を提案します。

KPI には、地球温暖化対策実行計画 （区域施策編）及び地球温暖化対策実行計画 （事務事業編）にお

いて、同様の取り組みに関する進捗状況を評価する指標があれば、その指標を用いることとします。 

 

◎図表Ⅴ-1／地域の将来ビジョン・脱炭素シナリオに沿った施策の提案 

部門・分類 施策の提案 

エネルギー供給 • 再エネ電気及び再エネ熱の供給拡⼤を目指し、再エネ活⽤モデル構築の支援や遊休市有地等を活⽤した太
陽光発電、ソーラーシェアリング等に取り組む。 

エネルギー需要 
（家庭・業務） 

• 省エネ建築物に係る普及啓発を⾏うとともに、ZEH・ZEB の推進を目的とした補助事業に取り組む。また、公
共施設の ZEB 化を推進する。 

• 家庭部門、業務その他部門における EMS、⾼効率設備導入のための普及啓発や導入費⽤の補助事業に
取り組む。 

• 住⺠・事業者の⾏動変容につながるよう、温室効果ガス削減に対する理解の促進、国⺠運動「COOL 
CHOICE」の推進、学校における環境教育・学習の推進に取り組む。 

エネルギー需要 
（産業） • 中⼩規模事業者を対象とした省エネ診断や⾼効率設備導入のための普及啓発に取り組む。 

エネルギー需要 
（移動・運輸） 

• 公⽤⾞の電化への順次転換を進めるとともに、次世代⾃動⾞、EV の普及啓発・導入支援のためのインフラ整
備に取り組む。 

• 物流効率化のための具体的な取組の提案を目的とした物流実態調査や普及啓発に取り組む。 

エネルギー需要 
（廃棄物・上下水道） 

• 浄水場、下水処理場の環境負荷低減を目的とした省エネルギー機器の導入、汚泥固形燃料化技術の導入
に取り組む。 

• ⼀般廃棄物処理施設の更新に応じた⾼効率発電設備の導入とともに、資源ごみの分別収集・リサイクル等の
再⽣利⽤の推進に取り組む。 

需要・供給の複合 
• エネルギーの⾯的利⽤システムの構築を図り、⾃⽴分散型エネルギーシステムや地域マイクログリッドの構築に

よる省エネと災害に強いまちづくりの推進に取り組む。 
• 地産エネルギーの利⽤拡⼤や再エネの共同購入など、地域で連携したエネルギー利活⽤に取り組む。 

 

◎図表Ⅴ-2／各施策の効果・進捗を示す KPI の提案 

対策案 各施策の効果・進捗を示す KPI の提案 
(a)ごみの減量化 ごみの総排出量（トン/年）・ごみのリサイクル率（％） 
(b)食品ロスの削減 エコ工房等での各種講座の開催（開催回数）、啓発活動 

(c)プラスチック類の再⽣利⽤率の向上 未定（プラスチックの分別収集を前提とするため、「ふくおか県央環境広域施設組合」と
協議が必要） 

(d)家庭における省エネ⾏動の促進 各種啓発活動（回数）、ホームページでの情報提供（閲覧回数）、総合的な学習
の時間・家庭科等での指導の実施 

(e)スマートムーブ（ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ・ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ） 各種啓発活動（回数）、ホームページでの情報提供（閲覧回数） 

(f)ゼロカーボン・ドライブ（EV） 公⽤⾞の電動⾞導入台数（台）、市内公共施設の充電設備導入件数（件）、市
内⾃動⾞保有台数のうち電動⾞普及率 

(g)再エネ設備（太陽光発電）の導入促
進 

住宅⽤太陽光発電導入実績（kW）、事業⽤太陽光発電導入実績（kW）、技
術講習会の開催（回数）、啓発活動 

(h)フードマイレージの削減 各種啓発活動（回数）、ホームページでの情報提供（閲覧回数）、学校給食への
地場農産物利⽤ 

(i)地球温暖化対策実⾏計画（事務事業
編）の実⾏ 地球温暖化対策実⾏計画（事務事業編）の実施状況 

業務系建物の ZEB 化 ZEB の棟数、啓発活動 
エネルギー効率の向上 省エネアドバイザーの派遣、啓発活動 
  



⽤語の説明 
番号 ⽤語 説明 
※1 BAU ケース BAU（Business As Usual）ケースとは、今後追加的な対策を⾒込まないまま推移し

た将来状態を示す。本検討での BAU ケースとは、目標年度での部門別に設定した活動
量の変化と電⼒排出係数の低減のみを反映させており、活動量ごとのエネルギー消費原
単位や電⼒以外のエネルギー種別排出係数は変化しないものとして設定している。 

※2 スマートムーブ 日常⽣活においてマイカーを中心としている移動手段を⾒直し、CO2 排出量の削減を目
指す取組のこと。トラック等の⾃動⾞で⾏われている貨物輸送を環境負荷の⼩さい鉄道や
船舶の利⽤へと転換するモーダルシフトや、環境負荷の軽減に配慮した⾃動⾞を使⽤す
るエコドライブ等がある。 

※3 フードマイレージ 「食料の輸送量（t）」と「輸送距離（km）」をかけあわせた指標のこと。「食料の輸入が
地球環境に与える負荷」を数値化して、把握できる。食料の輸送で消費されるエネルギー
や排出される温室効果ガスを減らすために、なるべく地産地消を進め、フードマイレージを
削減することが重要である。 

※4 ZEB Net Zero Energy Building（ゼロ・エネルギー・ビル）の略語。先進的な建築設計に
よるエネルギー負荷の抑制やパッシブ技術の採⽤による⾃然エネルギーの積極的な活⽤、
⾼効率な設備システムの導入等により、室内環境の質を維持しつつ⼤幅な省エネルギー
化を実現した上で、再⽣可能エネルギーを導入することにより、エネルギー⾃⽴度を極⼒
⾼め、年間の⼀次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物のこと。 

※5 AIM Asia-Pacific Integrated Model（アジア太平洋統合評価モデル）。アジア太平洋地
域における統合評価のプロセスを発展・促進するために開発された⼤規模なコンピュータシ
ミュレーションモデル。政府は AIM モデルを炭素税や、技術助成⾦、消費⾏動の変化とい
った政策の評価に採⽤している。 

※6 ZEH Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略語。家庭で使⽤する
エネルギーと、太陽光発電などで創るエネルギーをバランスして、1 年間で消費するエネルギ
ーの量を実質的にゼロ以下にする家のこと。 

※7 LCCM 住宅 Life Cycle Carbon Minus（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）住宅の略語。建設
時、運⽤時、廃棄時において出来るだけ省 CO2 に取り組み、さらに太陽光発電などを利
⽤した再⽣可能エネルギーの創出により、住宅建設時の CO2 排出量も含めライフサイクル
を通じての CO2 の収支をマイナスにする住宅のこと。 

※8 地域マイクグリッド 限られたコミュニティの中で、太陽光発電やバイオマス発電などの再⽣可能エネルギーで電
気をつくり、蓄電池などで電⼒量をコントロールし、当該コミュニティ内の電⼒供給を賄うこと
のできる＝エネルギーの地産地消ができるシステムのこと。 

※9 EMS Energy Management System（エネルギー・マネジメント・システム）の略語。電気、
ガス、熱などのエネルギーの⾒える化や設備の最適運⽤などを実現するシステムのこと。
ICT（情報通信技術）を⽤いてエネルギー使⽤状況を適切に把握・管理し、省エネルギ
ー及び負荷平準化等によりエネルギーの合理的使⽤につなげる。 

※10 ⾃⽴分散型エネルギー
システム 

需要家に必要な電⼒を賄える⼩さな発電設備を分散配置し、系統電⼒と効率的に組み
合わせたもの。平常時の効率的なエネルギー利⽤だけでなく、災害や事故などにより系統
電⼒が使⽤できない停電時においても、分散型電源により安定的に電⼒を利⽤すること
ができる。 
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